
平成 １８年３月期 決算短信(連結）

上場取引所 ＪＡＳＤＡＱ
本社所在都道府県 東京都

無

１．１８年３月期の連結業績（平成 １７年４月１日～平成 １８年３月３１日）
（１）連結経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
( )
( )

（注） 1.持分法投資損益 １8年3月期 １7年3月期
2.期中平均株式数(連結)１8年3月期 １7年3月期
3.会計処理の方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

（注） 期末発行済株式数（連結） １8年3月期 １7年3月期

（３）連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

（４） 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
9社 0社 １社

（５） 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 （新規） 1社 （除外） 0社 持分法 （新規） 0社 （除外） 0社

２．１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

百万円 百万円 百万円

（参考） 1株当たり予想当期純利益（通期）

4.6

１ ７ 年 ３ 月 期
1,84642,772 △ 2.2

１ ８ 年 ３ 月 期 5.52.6

1.1

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づく予想であり、将来の業績に影響を与え
る不確実な要因が含まれております。従いまして、実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる可能性
があることをご承知おきください。なお、業績予想につきましては添付資料の８ページをご参照ください。
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1銭
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1,044

株 主 資 本

キャッシュ・フロー

△ 353
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2,540

7,946,900株

キャッシュ・フロー

20,223

通 期
20,712中 間 期

１ ７ 年 ３ 月 期 1,070 

42,510

連結子会 社数 持分法適用非連結子会社数

１ ８ 年 ３ 月 期

495

7,947,267株

株 主 資 本 比 率

199

財 務 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

56.2

532

2,436

当 期 純 利 益

225

現金及び現金同等物
期 末 残 高

持分法適用関連会社数

7,947,500株
54.3

5.34.8

責任者役職名

米国会計基準採用の有無

１ ８ 年 ３ 月 期

１ ７ 年 ３ 月 期

1株当たり

43,753

潜 在 株 式 調 整 後

ＴＥＬ(03)3546 －7710

1 株 当 た り

△ 1.7

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

7,948,133株
16百万円

4.3

代 表 取 締 役 社 長

経 常 利 益営 業 利 益売 上 高

小 林 厚 一
代表取締役専務取締役

氏 名 羽 鳥 雅 孝
決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成 18年 5月 23日

(注)記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

株 主 資 本
当期純利益率

4.0

1株当たり当期純利益

5.3

△ 1.9
1,974
1,8761,776

511

当期純利益

560

当期純利益

△ 44.6

35,984

株 主 資 本総 資 産

110 62

39百万円

1.2922

１ ８ 年 ３ 月 期

19,409

1,680 

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る

１ ７ 年 ３ 月 期 35,752

問い合わせ先

平成18年5月23日
会 社 名 株 式 会 社  ム サ シ
コ ー ド 番 号 ７５２１

氏 名

（ＵＲＬ　http://www.musashinet.co.jp）
代 表 者 役 職 名
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1．企業集団の状況

武蔵興産㈱

㈱武蔵エンタープライズ

(注） 無印 連結子会社
※1 関連会社で持分法適用会社
※2 平成17年10月3日、会社分割によりﾑｻｼ･ﾌｨｰﾙﾄﾞ･ｻﾎﾟｰﾄ㈱を設立しております。

当社グループは、株式会社ムサシ（当社）及び子会社９社、関連会社１社により構成されており、情報・印
刷・産業システム機材、金融汎用・選挙システム機材及び紙・紙加工品の販売を行っております。事業内容と
事業の種類別セグメントの事業区分は同一であり、当社と関係会社の事業区分に係る位置づけ並びに事業の種
類別セグメントとの関連は次のとおりであります。

当社

電子メディア・マイクロフィルム総合システムの機
器・材料・情報処理サービスと保守

印刷システム・ＩＰＳ（名刺・ハガキ印刷）システム・
産業用検査の機器・材料と保守

当社
ムサシ・フィールド・サポート㈱
エフ・ビー・エム㈱
㈱ムサシ・エービーシー
㈱ムサシ・ユニシステム
ムサシ・アイ・テクノ㈱
㈱国際マイクロフォト研究所
㈱ジェイ・アイ・エム

貨幣処理・選挙・セキュリティシステムの機器及
び関連機材と保守

印刷・出版・情報・事務用紙、紙器用板紙、特殊
紙、紙加工品

区 分

当社
武蔵エンジニアリング㈱
ムサシ・フィールド・サポート㈱

主 要 取 扱 品 目 主 要 な 会 社

不動産の賃貸業・リース業・損害保険代理業その他

情報・印刷・産業システム機材

金融汎用・選挙システム機材

紙・紙加工品

当

社

武 蔵 エ ン ジ ニ ア リ ン グ ㈱
（ 金 融 汎 用 ・ 選 挙 シ ス テ ム 機 材 ）

エ フ ・ ビ ー ・ エ ム ㈱
（ 情 報 ・ 印 刷 ・ 産 業 シ ス テ ム 機 材 ）

㈱ ム サ シ ・ ユ ニ シ ス テ ム
（ 情 報 ・ 印 刷 ・ 産 業 シ ス テ ム 機 材 ）

㈱ ム サ シ ・ エ ー ビ ー シ ー
（ 情 報 ・ 印 刷 ・ 産 業 シ ス テ ム 機 材 ）

※1 ㈱ ジ ェ イ ・ ア イ ・ エ ム
（ 情 報 ・ 印 刷 ・ 産 業 シ ス テ ム 機 材 ）

（ 金 融 汎 用 ・ 選 挙 シ ス テ ム 機 材 ）

武 蔵 興 産 ㈱
（ 不 動 産 の 賃 貸 業 ）

㈱ 武 蔵 エ ン タ ー プ ラ イ ズ
（ リ ー ス 業 ･ 損 害 保 険 代 理 業 ）

製品販売

商品販売

材料販売

情報処理作業

車両リース

不動産賃貸

一 般 ユ ー ザ ー

ム サ シ ・ ア イ ・ テ ク ノ ㈱
（ 情 報 ・ 印 刷 ・ 産 業 シ ス テ ム 機 材 ）

㈱国際 ﾏｲ ｸﾛ ﾌｫ ﾄ研 究所
（ 情 報 ・ 印 刷 ・ 産 業 シ ス テ ム 機 材 ）

※2ﾑｻｼ･ﾌｨｰﾙﾄﾞ･ｻﾎﾟｰﾄ㈱
（ 情 報 ・ 印 刷 ・ 産 業 シ ス テ ム 機 材 ）

（ 金 融 汎 用 ・ 選 挙 シ ス テ ム 機 材 ）

ﾒﾝﾃﾅﾝｽｻｰﾋﾞｽ請負
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２．経営方針 

 
（１）経営の基本方針 

当社グループは、各社の特徴や強みを活かしたグループ経営により既存事業の強化を図るとともに､そ

の周辺分野における新規事業の開拓と自社開発商品･サービスの拡充に積極的に取り組み、常に安定した

業績を確保できる体制の確立を目指してまいります｡ 
 

（２）利益配分に関する基本方針 
当社グループは､企業体質の強化と将来の事業展開のため内部留保の充実を図ると同時に、業績の成果

に応じた利益還元に努めることを基本方針としております。この方針に基づき、当期の業績を鑑み､中間

配当金につきましては２円増配し 10 円（普通配当８円､特別配当２円）といたしましたが、期末配当金

につきましても２円増配し 10 円（普通配当８円､特別配当２円）とする利益処分案を平成 18 年６月下旬

開催予定の定時株主総会に付議する予定であります。また、内部留保資金につきましては、新商品の開発

や新規事業の開拓など将来の企業価値を高めるための投資に活用し、経営基盤の強化に努めてまいります。 
なお、会社法施行に伴い配当回数の制限が撤廃されますが､従来どおり年２回の配当を継続する予定で

あります。 
 

（３）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 
当社グループは、株式の流動性向上と投資家層の拡大を図るため、平成 13 年 8 月に 1 単元の株式数を

1,000 株から 500 株に変更し、投資単位の引下げを実施いたしました。今後につきましても､個人投資家

をはじめ、多くの投資家の皆様に投資し易い環境を整備することの重要性を認識し、株価の動向に常に留

意しながらさらなる単元株式数の変更など必要な方策について検討してまいる所存であります｡ 
 

（４）中長期的な会社の経営戦略 
当社グループは､グループ一体としてのシステム構築力や提案力の強化を図る一方､新商品の開発や新

規事業の開拓に注力し、収益力の向上と事業領域の拡大に積極的に取り組んでまいります。 
◇情報システム機材 

政府のＩＴ戦略や、民間企業での内部統制･リスク管理強化への動きが一層加速されると見込まれる

ため､ＩＴの利用･活用に関わる新規市場･商品の開拓を行うと共に、情報の電子化やアーカイブを中心

としたアウトソーシング事業を積極的に推進してまいります。 

また、同事業をグループの重点事業として捉え､関連子会社との連携を一層強化し、業容の拡大を図

ってまいります。 
◇印刷・産業システム機材 

印刷工程のフルデジタル化推進のため、ＣＴＰシステムなどのデジタル印刷機材の販売を一層強化し、

安定的な市場シェアの拡大を図ってまいります。また、デジタル印刷の技術革新と市場動向を見据え、

今後の普及が期待されるＰＯＤシステムの販売にも注力し、事業の拡大を図ってまいります。 
◇金融汎用システム機材 

金融･流通業界など、既存市場のニーズに対応した貨幣処理機器やセキュリティ機器の開発を強化す

る一方、新規市場の開拓を目的とする商品開発及び販売チャネルの拡充に取り組み、事業の拡大を図っ

てまいります。 
◇選挙システム機材 

期日前投票制度や市町村合併など、制度改正や環境変化に即応した投開票事務の効率化を促進するシ

ステム機器・業務ソフトの開発と選挙業務を総合的にサポートする各種サービスの提供に取り組み、需

要の拡大と販売の底上げを図ってまいります。 
◇紙・紙加工品 

競争力のある特殊紙や高機能素材の用途開発に注力し、提案型の営業を推進することにより、新たな

需要創出と販売増を目指すと共に収益率の向上を図ってまいります。 
 
 



－4－ 

（５）会社の対処すべき課題 
当社グループは、情報のデジタル化業務を請負うアウトソーシング事業の拡大を図るため､民間企業を

ターゲットとして e 文書法や企業改革法等への対応に関わる電子化業務の受注に注力してまいります。 
また、印刷市場に対しては、デジタル印刷機材の販売強化のため、顧客の印刷工程全般に対するソリュ

ーションを提供するサポート体制を一層充実させると共に、環境保護対策として廃液・二酸化炭素・VOC
等の排出削減を目的とした製品の販売に注力してまいります。また､自社開発商品を取り扱う金融汎用シ

ステム機材分野では、新たなニーズ創出のため､あらゆる市場での現金･現物処理業務や店舗運営に関わる

効率化･省力化のソリューションシステムの販売に取り組んでまいります。 
紙･紙加工品分野では､オリジナル商品や高付加価値商品の開発と販売を強化すると共に､積極的な新規

顧客開拓により販売先の多様化を図ってまいります。 
 

（６）業績の変動要因について 
当社グループで製造販売している選挙システム機材につきましては、国政選挙、統一地方選挙など全国

レベルの選挙が実施されると需要が一時的に増加し、当社の業績に影響を与える場合があります｡ 
 

（７）親会社等に関する事項 
該当事項はありません。 
 

（８）内部管理体制の整備・運用状況 
①リスク管理体制の整備の状況 

当社は、リスクマネジメントを有効に機能させるため、企業倫理の確立、情報セキュリティの確保、

品質管理の徹底等を本社各部門及び営業本部が中心となって推進するとともに、各部署がそれぞれの

役割に応じて自主的に対応する体制をとっております。実施状況については、各主管部門が継続的に

監視・監督を行なっており、重要な事項については、適宜取締役会への報告を行なっております。 
 
②内部統制システムの整備の状況 

内部統制につきましては、内部監査室による内部監査を実施しております。また、経営計画等の推

進及び進捗状況の把握などの予算統制については予算管理規程に沿って経営本部企画部が行なって

おり、営業取引に関する管理は関連諸規程に沿って経営本部業務管理部が随時行なっております。 
 

③役員報酬の内容 
当社の取締役及び監査役に支払った報酬は以下のとおりであります。 

区分 金額 
取締役 228,745 千円 
監査役 21,600 千円 

計 250,345 千円 
 

④監査報酬の内容 
当社が東陽監査法人と締結した監査契約に基づく監査証明に係る報酬は以下のとおりであります。 
監査証明に係る報酬 10,500 千円 
 
⑤会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

当事業年度において、取締役会を 18 回、業務連絡会を 39 回開催し、重要な業務執行の決定や経

営の重要事項についての審議を行ないました。また、役員及び部門責任者による会議を年 2 回実施

し、さらには、部門ごとの責任者会議を随時開催して、経営環境の変化に迅速に対応できる体制をと

っております。 
また、監査役会は毎月１回開催され、監査方針等の決定を行なっております。 
 

※上記記載事項の他、「内部管理体制の整備・運用状況」に関しては、「コーポレート・ガバナンスに関する
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報告書」の「内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」欄に記載しております。 
 

（９）その他、会社の経営上の重要な事項 
該当事項はありません。 
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３．経営成績及び財務状態 
 
（１）経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高止まりや金利上昇懸念など不安要因を抱えながら

も、企業収益の回復に支えられた活発な設備投資や、雇用･所得の環境改善により個人消費が堅調な動き

を示すなど景気は回復基調で推移いたしました。 
このような状況のもと当社グループでは、情報の電子化事業の拡大とデジタル印刷機材の販売に注力し、

また、昨年 9 月に行なわれた衆議院選挙に対し積極的に取り組みました。 
この結果、当期の連結売上高は 427 億 72 百万円（前期比 2.2％減）、経常利益は 19 億 74 百万円（前

期比 5.3％増）となりましたが、当期より固定資産の減損会計を適用したため、当期純利益は 5 億 11 百

万円（前期比 44.6％減）となりました。 
 
事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（情報･印刷･産業システム機材） 
情報・産業システム機材は、マイクロフィルム関連機材の販売は減少したものの、官公庁・自治体及び

民間企業における IT 化の推進により､各種ドキュメントの電子化業務の受注が伸長し、前年実績を上回

りました。 
印刷システム機材は、印刷工程のデジタル化の伸展により､PS 版の販売は若干減少したものの、CTP

機器や CTP 版などのデジタル関連機材の販売が伸長し前年実績を上回りました。 
以上の結果､売上高は 297 億 62 百万円(前期比 5.6％増)、営業利益は 12 億 34 百万円(前期比 215.3％増)

となりました。 
 

（金融汎用･選挙システム機材） 
金融汎用システム機材は、新紙幣対応需要が一巡したため現金処理機器の販売が反動減の影響を受け、

前年実績を大幅に下回りました。 
海外営業分野は、ヨーロッパ向け紙幣計数機の販売が伸長し前年実績を若干上回りました。 
選挙システム機材は、昨年 9 月に衆議院選挙が実施されたことと、下半期に自治体の合併に伴う地方

選挙が相次ぎ、投票用紙交付機や読取分類機、投票用紙などの販売が伸長し前年実績を上回りました。 
以上の結果､売上高は 59 億 18 百万円(前期比 22.7％減)、営業利益は 4 億 30 百万円（前期比 63.3％減）

となりました。 
 

（紙･紙加工品） 
紙・紙加工品は、通販カタログや折込チラシなどの商業印刷向け塗工印刷用紙の販売価格下落と官公庁

向け情報用紙の需要低迷により前年実績を下回り、売上高は 68 億 52 百万円(前期比 10.7％減)、営業利

益は 32 百万円(前期比 51.0％減)となりました。 
 

（その他） 
その他のセグメントである不動産賃貸業、リース、損害保険代理業の売上高は 4 億 54 百万円(前期比

0.5％増)、営業利益は 1 億 48 百万円(前期比 4.1%増)となりました。 
 

（２）財政状態 
①当期のキャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、収入要因として税金等調

整前当期純利益 12 億 53 百万円（前期比 5 億 60 百万円減）、減価償却費 4 億 24 百万円、減損損失 6
億 32 百万円、売上債権の減少 5 億 3 百万円、たな卸資産の減少 3 億 54 百万円等があり、支出要因と

しては､仕入債務の減少 3 億 76 百万円、法人税等の支払 9 億 9 百万円、有形固定資産の取得 2 億 50
百万円、その他投資活動による支出 1 億 97 百万円、配当金の支払 1 億 58 百万円等がありましたが、

前連結会計年度末に比べ 12 億 18 百万円の増加となり、当連結会計年度末には 119 億 68 百万円(前期

比 11.3％増)となりました。 
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当連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は 16 億 80 百万円（前期比 6 億 10 百万円増）となりました。 
これは税金等調整前当期純利益 12 億 53 百万円、減価償却費 4 億 24 百万円、減損損失 6 億 32 百万

円、売上債権の減少 5 億 3 百万円、たな卸資産の減少 3 億 54 百万円等の収入がありましたが、退職給

付引当金の減少 1 億 3 百万円、仕入債務の減少 3 億 76 百万円、法人税等の支払 9 億 9 百万円等の支出

により相殺されたことによります。 
 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動の結果使用した資金は 3 億 53 百万円(前期は 1 億 99 百万円の資金獲得)となりました。 
これは有形固定資産の取得 2 億 50 百万円、その他投資活動による支出 1 億 97 百万円等の支出があ

りましたが、有形固定資産の売却 1 億 11 百万円等の収入により相殺されたことによります。 
 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動の結果使用した資金は 1 億 8 百万円（前期比 1 億 12 百万円減）となりました。 
主な要因は、長短借入金の純増 53 百万円、配当金の支払１億 58 百万円であります。 
 

②キャッシュ・フロー指標のトレンド 
 1８年 3 月期 1７年 3 月期 １６年３月期 
株主資本比率(%) 56.2 54.3 53.2 
時価ベースの株主資本比率(%) 44.2 26.3 28.7 
債務償還年数(年) 1.7 2.6 1.3 
インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 45.2 29.1 52.7 

（注） 株主資本比率：株主資本／総資産 
時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
◇各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
◇株式時価総額は､期末株価終値×期末発行済株式総数(自己株式控除後）により算出しており

ます。 
◇営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フ

ローを使用しております。 
◇有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負

債を対象としております。 
◇また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しておりま

す。 
 

（３）リスク情報 
情報セキュリティに関するリスク 

当社グループでは情報処理サービス業務の提供に当たり、大量の顧客企業情報及び個人情報を取扱っ

ております。これらの機密情報・個人情報の漏洩を防ぎ、顧客に損失を与えることのないよう「プライ

バシーマーク」の取得や「ISO9001」の認証取得などを通じセキュリティ体制を整備しております。

また、社員のセキュリティに対する意識を高め、顧客から信頼される情報セキュリティマネジメントの

実現に努めております。 
しかしながら、万一情報が漏洩した場合、社会的信用の失墜、損害賠償等により当社業績に影響を及

ぼす可能性があります。 
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（４）次期の見通し 
今後の見通しにつきましては、景気回復の基調は底堅く推移するものと期待されますが、原油価格の高

騰や金利の上昇など、先行きの懸念材料が残っており楽観できない状況にあります。 
このような環境のもと当社グループでは、ドキュメント情報のデジタル化業務を請負うアウトソーシン

グ事業をグループの中核事業として推進する一方、印刷システム機材につきましては当社の主要顧客層に

おける印刷工程のデジタル化を一層推進してまいります。 
また、金融汎用システム機材分野では、新紙幣発行後の市場動向に対応した商品開発を強化する一方、

新たな市場ニーズを創出するシステム販売を進めてまいります。 
 
連結の業績見通しにつきましては、売上高 425 億 10 百万円、経常利益 10 億 44 百万円、当期純利益 

５億 32 百万円を見込んでおります。 
 
 



４. 連 結 財 務 諸 表 等

（１）連結貸借対照表

        期　　別

  科    目 構成比 構成比

（ 資  産  の  部 ） % %

Ⅰ．流  動  資  産

 1. 現 金 及 び 預 金 11,968 10,763 1,205

 2. 受取手形及び売掛金 9,132 9,635 △ 503

 3. た な 卸 資 産 2,097 2,441 △ 344

 4. 繰 延 税 金 資 産 208 324 △ 116

 5. そ の 他 316 224 92

貸 倒 引 当 金 △ 30 △ 33 2

  流  動  資  産  合  計 23,693 65.8 23,355 65.3 337

Ⅱ．固  定  資  産

 1. 有 形 固 定 資 産 *1

(1) 建 物 及 び 構 築 物 1,275 1,621 △ 346

(2) 機械装置及び運搬具 104 126 △ 21

(3) 土 地 2,182 2,689 △ 506

(4) そ の 他 435 510 △ 74

有 形 固 定 資 産 計 3,998 11.1 4,947 13.8 △ 949

 2. 無 形 固 定 資 産

(1) 連 結 調 整 勘 定 80 168 △ 88

(2) ソ フ ト ウ ェ ア 228 321 △ 93

(3) そ の 他 40 41 △ 1

無 形 固 定 資 産 計 349 1.0 532 1.5 △ 183

 3. 投資その他の資産

(1) 投 資 有 価 証 券 3,013 2,157 855

(2) 関 係 会 社 株 式 425 391 34

(3) 繰 延 税 金 資 産 101 165 △ 63

(4) 差 入 保 証 金 4,024 3,841 182

(5) そ の 他 448 434 14

貸 倒 引 当 金 △ 69 △ 73 4

投資その他の資産計 7,943 22.1 6,917 19.4 1,026

固 定 資 産 合 計 12,290 34.2 12,397 34.7 △ 106

35,984 100.0 35,752 100.0 231

 （単位：百万円、百万円未満切捨て）

増減

（△印減）

金額

（平成17年3月31日現在）

資 産 合 計

前連結会計年度当連結会計年度

金 額 金 額

（平成18年3月31日現在）

－9－



        期　　別

  科    目 構成比 構成比

（ 負  債  の  部 ） % %

Ⅰ． 流 動 負 債

 1. 支払手形及び買掛金 10,089 10,475 △ 386

 2. 短 期 借 入 金 2,826 2,607 219

 3. 未 払 法 人 税 等 222 500 △ 278

 4. 繰 延 税 金 負 債 0 1 △ 0

 5. 賞 与 引 当 金 438 455 △ 17

 6. そ の 他 758 929 △ 171

流 動 負 債 合 計 14,334 39.8 14,969 41.9 △ 635

Ⅱ. 固 定 負 債

 1. 長 期 借 入 金 12 179 △ 166

 2. 繰 延 税 金 負 債 304 2 301

 3. 退 職 給 付 引 当 金 222 326 △ 103

 4. 役員退職慰労引当金 551 537 14

 5. そ の 他 334 327 6

固 定 負 債 合 計 1,425 4.0 1,372 3.8 52

負 債 合 計 15,760 43.8 16,342 45.7 △ 582

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分 ― ─ ― ─ ―

（ 資  本  の  部 ）

Ⅰ． 資 本 金 *3 1,208 3.4 1,208 3.4 ―

Ⅱ． 資 本 剰 余 金 2,005 5.6 2,005 5.6 ―

Ⅲ． 利 益 剰 余 金 16,104 44.7 15,795 44.2 309

Ⅳ． その他有価証券評価差額金 909 2.5 403 1.1 505

Ⅴ． 自 己 株 式 *5 △ 3 △　0.0 △ 2 △　0.0 △ 1

資 本 合 計 20,223 56.2 19,409 54.3 813

負債、少数株主持分及び資本合計 35,984 100.0 35,752 100.0 231

金 額 金 額

（平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在） （△印減）

 （単位：百万円、百万円未満切捨て）

金額

増減前連結会計年度当連結会計年度
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（２）連結損益計算書

          期　　別

  科    目 金        額 百分比 金        額 百分比 金        額

% %

Ⅰ．売      上      高 42,772 100.0 43,753 100.0 △ 981 

Ⅱ．売   上    原   価 *2 33,689 78.8 34,400 78.6 △ 711 

売 上 総 利 益 9,083 21.2 9,353 21.4 △ 270 

Ⅲ．販売費及び一般管理費 *1.2 7,236 16.9 7,577 17.3 △ 340 

営 業 利 益 1,846 4.3 1,776 4.1 70 

Ⅳ．営  業  外  収  益

1. 受 取 利 息 62 68 △ 6 

2. 受 取 配 当 金 28 25 3 

3. 受 取 家 賃 19 32 △ 12 

4. 持分法による投資利益 39 16 22 

5. 雑 収 入 50 200 0.5 39 182 0.4 11 18 

Ⅴ．営  業  外  費  用

1. 支 払 利 息 36 37 △ 0 

2. 手 形 売 却 損 27 29 △ 2 

3. 雑 損 失 9 72 0.2 16 82 0.2 △ 6 △ 9 

経 常 利 益 1,974 4.6 1,876 4.3 98 

Ⅵ．特   別    利   益

1. 前 期 損 益 修 正 益 1 ─ 1 

2. 償 却 債 権 取 立 益 0 ─ 0 

3. 固 定 資 産 売 却 益 5 ─ 5 

4. 投資有価証券売却益 3 10 0.0 6 6 0.0 △ 2 4 

Ⅶ．特   別    損   失

1. 商 品 処 分 損 ― 17 △ 17 

2. 固 定 資 産 除 却 損 44 37 6 

3. 固 定 資 産 売 却 損 6 ─ 6 

4. 投資有価証券評価損 ─ 6 △ 6 

5. 会 員 権 売 却 損 ─ 6 △ 6 

6. 減 損 損 失 *3 632 ─ 632 

7. 損 害 補 償 損 失 41 ─ 41 

8. 役 員 退 職 慰 労 金 7 731 1.7 ─ 68 0.2 7 663 

税金等調整前当期純利益 1,253 2.9 1,813 4.1 △ 560 

法人税、住民税及び事業税 608 853 △ 245 

法 人 税 等 調 整 額 134 742 1.7 37 891 2.0 96 △ 148 

当 期 純 利 益 511 1.2 922 2.1 △ 411 

当連結会計年度 前連結会計年度

（単位：百万円、百万円未満切捨て）

増 減
(△ 印 減 ）自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日
自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日
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（３）連結剰余金計算書

 期　　別

  科    目

Ⅰ． 2,005 2,005 ―

Ⅱ． 2,005 2,005 ―

Ⅰ． 15,795 15,090 705 

Ⅱ．

 1.当 期 純 利 益 511 511 922 922 △ 411 △ 411 

Ⅲ．

 1.配 当 金 158 174 △ 15 

 2.役 員 賞 与 43 201 42 217 0 △ 15 

Ⅳ． 16,104 15,795 309 

自 平成16年４月１日

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

（資本剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

（利益剰余金の部）

（単位：百万円、百万円未満切捨て）

金 額 金 額 金 額

当連結会計年度 前連結会計年度
増 減

(△ 印 減 ）
至 平成18年３月31日 至 平成17年３月31日

自 平成17年４月１日
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

　　　　 

       期　　別

  科    目

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

1,253 1,813 △ 560

424 611 △ 187

88 88 ―

― 6 △ 6

減損損失 632 ― 632

44 37 6

△ 7 16 △ 23

△ 17 15 △ 33

△ 103 △ 81 △ 22

役員退職慰労引当金の増減額（減少：△） 14 62 △ 47

△ 91 △ 94 3

36 37 △ 0

△ 39 △ 16 △ 22

△ 0 △ 0 △ 0

△ 3 △ 6 2

固定資産売却損益（利益：△） 1 ― 1

その他投資損益（利益：△） ― 6 △ 6

503 △ 153 656

354 △ 371 725

△ 93 10 △ 104

△ 376 43 △ 419

△ 159 127 △ 287

110 △ 49 159

6 △ 4 11

△ 43 △ 42 △ 0

小 計 2,535 2,057 478

91 94 △ 3

△ 37 △ 36 △ 0

△ 909 △ 1,045 136

1,680 1,070 610

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

― △ 0 0

13 100 △ 86

△ 250 △ 314 64

111 8 102

△ 36 △ 25 △ 10

5 ― 5

△ 19 △ 7 △ 11

20 14 5

― △ 150 150

△ 1 △ 0 △ 0

1 1 △ 0

― 700 △ 700

投資活動におけるその他の支出・収入、純額 △ 197 △ 127 △ 70

△ 353 199 △ 553

無形固定資産の売却等による収入

至 平成18年3月31日
自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日

有形固定資産の取得等による支出

定期預金の預入による支出

有形固定資産の売却等による収入

無形固定資産の取得等による支出

法人税等の支払額

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得等による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の売却等による収入

貸付による支出

貸付金の回収による収入

営業譲受けによる支出

差入保証金の返還による収入

定期預金の払戻による収入

その他固定負債の増減額（減少：△）

役員賞与の支払額

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

その他流動資産の増減額（増加：△）

仕入債務の増減額（減少：△）

未払金の増減額（減少：△）

その他流動負債の増減額（減少：△）

退職給付引当金の増減額（減少：△）

支払利息

持分法による投資損益（利益：△）

たな卸資産の増減額（増加：△）

売上債権の増減額（増加：△）

為替差損益（利益：△）

受取利息及び受取配当金

投資有価証券売却損益（利益：△）

金 額

貸倒引当金の増減額（減少：△）

連結調整勘定償却額

投資有価証券評価損

固定資産除却損

自 平成17年4月 1日

賞与引当金の増減額（減少：△）

（単位：百万円、百万円未満切捨て）

税金等調整前当期純利益

減価償却費

金 額 金 額

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度
増 減

(△ 印 減 ）
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       期　　別

  科    目

至 平成18年3月31日
自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日

金 額

自 平成17年4月 1日

（単位：百万円、百万円未満切捨て）

金 額 金 額

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度
増 減

(△ 印 減 ）

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

213 △ 30 243

― 25 △ 25

△ 160 △ 32 △ 128

△ 1 ― △ 1

△ 158 △ 174 15

財務活動におけるその他の支出・収入、純額 △ 1 △ 10 8

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 108 △ 221 112

Ⅳ． 0 0 0

Ⅴ． 1,218 1,048 170

Ⅵ． 10,750 9,701 1,048

Ⅶ． 11,968 10,750 1,218現金及び現金同等物の期末残高

長期借入金の返済による支出

自己株式の取得による支出

配当金の支払額

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増加額（減少：△）

現金及び現金同等物の期首残高

短期借入金増減額（減少：△）

長期借入れによる収入
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＜連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項＞

1． 連結の範囲に関する事項

連結子会社数 ９社

会社名： 武蔵エンジニアリング株式会社

ムサシ・フィールド・サポート株式会社

エフ・ビー・エム株式会社

武蔵興産株式会社

株式会社武蔵エンタープライズ

株式会社ムサシ・エービーシー

株式会社ムサシ・ユニシステム

ムサシ・アイ・テクノ株式会社

株式会社国際マイクロフォト研究所

※

2． 持分法の適用に関する事項

3． 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの･････決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。

時価のないもの･････移動平均法による原価法によっております。

②たな卸資産･･･主として先入先出法による原価法によっております。

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産･･定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 7年～50年

機械装置及び運搬具 7年～15年

その他 2年～15年

②無形固定資産･･定額法

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金 

② 賞与引当金 

平成17年10月3日付にて、ムサシ・フィールド・サポート株式会社を分社型会社分割によ
り設立したため、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

持分法適用の関連会社は株式会社ジェイ・アイ・エム１社であり、持分法を適用していない関
連会社はありません。

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため､一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主として移
動平均法により算定）

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては､社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法を採用しております。
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③ 退職給付引当金

④ 役員退職慰労引当金 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

(5)重要なリース取引の処理方法

(6)その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っております。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

＜連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更＞
（固定資産の減損に係る会計基準）

　当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準
の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に
係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用して
おります。これにより税金等調整前当期純利益は631百万円減少しております。
  なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から
直接控除しております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づ
いて作成しております。

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き
出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
として処理しております。

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から
費用処理することとしております。

当社及び武蔵エンジニアリング株式会社は、役員に対する退職慰労金の支出に備えるた
め、それぞれ内規に基づく引当金を計上しております。
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＜注記事項＞

（連結貸借対照表関係）

* 1. 有形固定資産減価償却累計額 百万円 * 1. 有形固定資産減価償却累計額 百万円

2. 受取手形割引高 百万円 2. 受取手形割引高 百万円

* 3. 当社の発行済株式総数は、 * 3. 当社の発行済株式総数は、

普通株式7,950,000株であります。 普通株式7,950,000株であります。

4.

百万円

* 5. 当社が保有する自己株式の数は、 * 5. 当社が保有する自己株式の数は、

普通株式3,100株であります。 普通株式2,500株であります。

（連結損益計算書関係）

自 自

至 至
* 1. * 1.

運賃 百万円 運賃 百万円

給料 百万円 給料 百万円

役員報酬 百万円 役員報酬 百万円

厚生費 百万円 厚生費 百万円

賞与引当金繰入額 百万円 賞与引当金繰入額 百万円

退職給付費用 百万円 退職給付費用 百万円

役員退職慰労引当金繰入額 百万円 役員退職慰労引当金繰入額 百万円

旅費交通費 百万円 旅費交通費 百万円

減価償却費 百万円 減価償却費 百万円

* 2. 一般管理費及び売上原価に含まれる研究開 * 2. 一般管理費及び売上原価に含まれる研究開

発費 発費

百万円 百万円

偶 発 債 務

関係会社の下記の債務に対し、保証を行って

おります。

被 保 証 先 保証金額 備    考

12128

360

269

348

販売費及び一般管理費のうち主要な費目と
金額は以下のとおりであります。

451

 平成１７年４月 １ 日

 平成１８年３月３１日

2,616

511

466

488

41

426

販売費及び一般管理費のうち主要な費目と
金額は以下のとおりであります。

当連結会計年度

（平成１８年３月３１日現在）

前連結会計年度

（平成１７年３月３１日現在）

5,5215,231

2,135

 平成１７年３月３１日

前連結会計年度

 平成１６年４月 １ 日

2,455

当連結会計年度

株式会社ｼ ﾞ ｪ ｲ ･ ｱ ｲ ･ ｴ ﾑ 60 銀 行 借 入

462

409

457

469

446

62

2,737

433
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自 自

至 至
*3. *3.

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

自 自

至 至

（平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）

現金及び預金 百万円 現金及び預金 百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 百万円 預入期間が３ヶ月を超える定期預金 百万円

現金及び現金同等物 百万円 現金及び現金同等物 百万円11,968

10,763

△ 13 

10,750

11,968

―

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度

 平成１７年４月 １ 日  平成１６年４月 １ 日

 平成１８年３月３１日  平成１７年３月３１日

当連結会計年度

減損損失

場 所

当社グループは、主に管理会計上の区分をグルーピ
ングの最小単位としております。但し、賃貸不動産
及び遊休資産に関しては物件を最小の単位としてグ
ルーピングしております。

賃貸不動産、遊休地及び稼働率の低い厚生施設につ
きましては、継続的な地価等の下落により各資産の
帳簿価額を回収可能額まで減額し、減損損失として
特別損失に計上しております。
減損損失の内訳は、建物169百万円、土地463百万円
であります。

なお、資産グループの回収可能額は正味売却価額に
よって測定しており、時価は不動産鑑定評価に基づ
く鑑定評価額を使用しております。

東京都
新宿区

賃貸資産 土地及び建物 357百万円

190百万円
埼玉県
桶川市

群馬県
高崎市

厚生施設

土地

土地及び建物

遊休地 85百万円

当連結会計年度 前連結会計年度

 平成１７年４月 １ 日  平成１６年４月 １ 日

 平成１８年３月３１日  平成１７年３月３１日

当連結会計年度において、当社グループは以下の資
産について減損損失を計上しました。

用 途 金 額種 類
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①セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報

当連結会計年度（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日）

Ⅰ

(1)
(2)

(

(

(

Ⅱ 資産､減価償却費及び資本的支出

(

前連結会計年度（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日）

Ⅰ

(1)
(2)

(

(

(

Ⅱ 資産､減価償却費及び資本的支出

(

（注） １．事業区分の方法

事業は市場及び販売方法の類似性により区分しております。

２．各区分に属する主要な商品及び役務の名称

（単位：百万円、百万円未満切捨て）

（単位：百万円、百万円未満切捨て）

電子メディア・マイクロフィルム総合システムの機器・材料・情報処
理サービスと保守
印刷システム・ＩＰＳ（名刺・ハガキ印刷）システム・産業用検査の
機器・材料と保守

142 1,773 2 1,776

309 42,199

情報・印刷・産業システム機材

貨幣処理・選挙・セキュリティシステムの機器及び関連機材と保守
金融汎用・選挙システム機材

紙 ・ 紙 加 工 品 印刷・出版・情報・事務用紙、紙器用板紙、特殊紙、紙加工品

不動産の賃貸業・リース業・損害保険代理業そ の 他

営 業 利 益 391 1,173 65

資 産 20,741 11,653 1,657

222) 41,977営 業 費 用 27,794 6,487 7,608

452 43,973 220) 43,753計 28,186 7,660 7,674

43,753
セグメント間の内部売上高
又は振替高 1 ― 1 217 220 220) ―

7,672 43,753 ― 

売上高及び営業利益

外部顧客に対する売上高 28,184 7,660 235

情 報 ・ 印 刷 ・

全 社

消 去 又 は
そ の 他 計 連    結

0

金 融 汎 用 ・
紙・紙加工品

111

430 32

42,772

―

148

215)

216)

1 

42,772

40,925

1,846

42,772

計

29,761

1,234 1,845

6,852 454

5,487 6,819 305 41,142

消 去 又 は

全 社
連    結

売上高及び営業利益

外部顧客に対する売上高

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― 

215)

5,918 6,852 239

営 業 利 益

―

計

1

29,762 5,918

28,528

選挙システム機材
紙・紙加工品

情 報 ・ 印 刷 ・

産業システム機材
そ の 他

事 業 区 分 主 要 な 商 品 及 び 役 務

214 215

42,988

営 業 費 用

金 融 汎 用 ・

資 産 21,175 11,289 2,164 1,860 36,489 505) 35,984

減 価 償 却 費 194 104 13 424 ― 424

資 本 的 支 出 91 42 6 69 210 ― 210

産業システム機材 選挙システム機材

2,204 36,257 505) 35,752

減 価 償 却 費 348 132 12 118 611 ― 611

資 本 的 支 出 175 83 4 87 350 ― 350

減 損 損 失 172 84 18 357 632 ― 632
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３.セグメント間の主要取扱品目の異動

（前連結会計年度）

前連結会計年度（自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日）

Ⅰ

(1)
(2)

(

(

(

Ⅱ 資産､減価償却費及び資本的支出

(

２．所在地別セグメント情報

３．海外売上高
当連結会計年度（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）及び前連結会計年度（自平成16年4
月1日　至平成17年3月31日）
海外売上高は連結売上高の10%未満のため、記載を省略しております。

当連結会計年度より下記のとおり事業の種類別セグメントの取扱品目を一部変更しておりま
す。

セグメントの事業区分は市場及び販売方法の類似性により分類しておりますが､提出会社の
営業体制の改編に伴い見直しを進めましたところ、従来、IPSシステム機材は、自社開発商
品であることから主として自社開発商品を取扱う「金融汎用・選挙システム機材」セグメン
トに含めておりましたが、当該商品の機能が印刷関連であることから「情報・印刷・産業シ
ステム機材」セグメントに含めることといたしました。

また､同様の観点から電子メディア･マイクロフィルム関連機材の取扱品目の一部を、「金融
汎用・選挙システム機材」セグメントに含めておりましたが、他の電子メディア･マイクロ
フィルム関連機材と同様に「情報・印刷・産業システム機材」セグメントに含めることとい
たしました。

この結果、変更後のセグメントによった場合の前連結会計年度の売上高は「情報・印刷・産
業システム機材」が14億51百万円増加するとともに、「金融汎用・選挙システム機材」が同
額減少し、営業利益は「情報・印刷・産業システム機材」が２億68百万円増加するととも
に、「金融汎用・選挙システム機材」が同額減少しております。

なお、当連結会計年度において用いた事業区分の方法によった場合の前連結会計年度の事業
の種類別セグメント情報は以下のとおりであります。

当連結会計年度（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）及び前連結会計年度（自平成16年4
月1日　至平成17年3月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外
支店がないため該当事項はありません。

（単位：百万円、百万円未満切捨て）

情 報 ・ 印 刷 ・ 金 融 汎 用 ・ 消 去 又 は
紙・紙加工品 そ の 他 計 連    結

全 社産業システム機材 選挙システム機材

255 43,278 ― 

売上高及び営業利益

外部顧客に対する売上高 27,149 7,861 43,278
セグメント間の内部売上高
又は振替高 0 ― 2 222 225 225) ―

8,012

計 27,150 7,861 8,014 478 43,504 225) 43,278

営 業 費 用 27,130 6,388 7,851 323 41,694 226) 41,467

営 業 利 益 19 1,472 163 154 1,809 1 1,811

資 産 20,857 10,941 1,644 2,210 35,653 505) 35,147

減 価 償 却 費 225 113 13 120 472 ― 472

資 本 的 支 出 107 86 6 69 270 ― 270
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②リース取引

自 自

至 至

1. 1.

(1) (1)

(2)未経過リース料期末残高相当額等 (2)未経過リース料期末残高相当額

未経過リース料期末残高相当額

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

(3) (3)

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

(4) (4)

(5) (5)

2. 2.

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

（減損損失について）

期 末 残 高
相 当 額

減 価 償 却

累 計 額

相 当 額

期 末 残 高
相 当 額

取 得 価 額
相 当 額

減 価 償 却

減価償却費相当額 57

3

合   計

110

168

減価償却費相当額の算定方法

利息相当額の算定方法

同　　左

同　　左

未経過リース料

１ 年 内

オペレーティング・リース取引

―

63

支払リース料

支払利息相当額

支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、

減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損 相当額

支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

171

59

１ 年 内

98

161 合 計

１ 年 超

百万円 百万円 百万円

292 124

60

有形固 定資
産 そ の 他 292 124 168

合   計 314 155

百万円 百万円
有形固 定資
産 そ の 他 314 155

前連結会計年度

 平成１６年４月 １ 日

 平成１７年３月３１日

  リース物件の所有権が借主に移転すると認め

百万円

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相

相 当 額

取 得 価 額
相 当 額

累 計 額

158

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

2

支払リース料

減価償却費相当額

支払利息相当額

63

65

158

１ 年 内

１ 年 超

合 計

―

―

当連結会計年度

 平成１７年４月 １ 日

 平成１８年３月３１日

  リース物件の所有権が借主に移転すると認め

利息相当額の算定方法

する定額法によっております。

合 計

未経過リース料

１ 年 内

１ 年 超

―

―

―

当額

損失

リース資産に配分された減損損失はありません。

オペレーティング・リース取引

減価償却費相当額の算定方法

１ 年 超

合 計

リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。
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③関連当事者との取引

当連結会計年度（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）

(注)　 １．取引条件ないし取引条件の決定方法等については、一般的な取引条件と同様に決定しております。

２．取引金額には消費税等は含まれておりません。

（単位：百万円、百万円未満切捨て）

属 性

関 連 会 社

会社等の
名 称

㈱ｼﾞｪｲ･ｱ
ｲ ･ ｴ ﾑ

住 所

東 京 都
千代田区

資本金又
は出資金

150

事業上の
関 係

事業の内
容又は職
業

情報処理
加 工

議決権等
の 所 有
（被所有）

割 合

（ 所 有 ）
直 接
33.3

科 目 期末残高

受 取 手 形 及
び売掛金

支 払 手 形 及
び買掛金

92

60

取 引
金 額

182

358

役員 ２名
情報処理

加 工

取 引 の
内 容

材料販売

ﾃﾞｰﾀ加工

関 係 内 容

役 員 の
兼 任 等

- 22 -



④税効果会計
1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：百万円、百万円未満切捨て）

当連結会計年度 前連結会計年度

（平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）

繰延税金資産（流動）
賞与引当金損金算入額
試験研究費否認
未払事業税否認
未実現たな卸資産売却益
繰越欠損金
未払社会保険料
その他

繰延税金負債（流動）との相殺額
繰延税金資産（流動）の純額

繰延税金資産（固定）
貸倒引当金損金算入限度超過額
役員退職慰労引当金積立額
退職給付引当金損金算入限度超過額
退職給付信託
会員権評価損
減価償却超過額
その他

繰延税金負債（固定）との相殺額
繰延税金資産（固定）の純額

繰延税金負債（流動）
仮払税金（事業税）
債権債務の消去に伴う貸倒引当金取崩

繰延税金資産（流動）との相殺額
繰延税金負債（流動）の純額

繰延税金負債（固定）
その他有価証券評価差額金

繰延税金資産（固定）との相殺額
繰延税金負債（固定）の純額

25

45
56
43

225
18

208

12

18

0

4

12

24

△ 6

304

127

7

11

101

214

12

10
326

17

167
28
29
60

△ 318

3
△ 2

1

276

6
△ 6

165

△ 2
324

20
219

2 3

2

93
55
44
―

0

438
△ 273

276
△ 273

6

622
622

419
5

△ 318
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（単位：％）
当連結会計年度 前連結会計年度

（平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）

法定実効税率
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目
受取配当金等永久に益金に算入されない項目
住民税均等割
同族会社に対する留保金課税
欠損子会社の未認識税務利益
未実現利益
持分法による投資損益
連結調整勘定償却
特別減税に係る税額控除
減損損失
その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

△ 0.8
1.1

△ 1.0
2.9

△ 0.9
59.2

△ 1.0
13.1

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異が
あるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

△ 0.5

1.7
2.3

1.6

40.7 40.7

1.3
△ 0.4

1.5
1.8

△ 0.6
49.2

2.5
1.2

△ 0.4
2.0

△ 0.3
―
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⑤有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの

（１）株式

（２）債券

①国債・地方債等

②社債

③その他

（３）その他

（１）株式

（２）債券

①国債・地方債等

②社債

③その他

（３）その他

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

３.時価評価されていない主な有価証券の内容

(1)満期保有目的の債券

非上場外国債券

(2)その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く）

）

(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日）

当連結会計年度 （ 平成18年3月31日

 （単位：百万円、百万円未満切捨て）

 （単位：百万円、百万円未満切捨て）

 （単位：百万円、百万円未満切捨て）

423 

売 却 額 売 却 益 の 合 計 売 却 損 の 合 計

17 3 ―

1,061 2,589 1,528 合 計

― ― ― 

29 24 △ 5 

― ― ― 

― ― ― 

種 類

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

29 

小 計

― 

― 

取 得 原 価

1,031 

連結貸借対照表計上額

― 

― 

― 

1,533 

摘 要

24 △ 5 

― 

差 額連結貸借対照表計上額

1,031 2,565 1,533 

― 

― 

小 計

― ― ― 

― 

― 

― ― 

2,565 

― 
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１．その他有価証券で時価のあるもの

（１）株式

（２）債券

①国債・地方債等

②社債

③その他

（３）その他

（１）株式

（２）債券

①国債・地方債等

②社債

③その他

（３）その他

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

３.時価評価されていない主な有価証券の内容

(1)満期保有目的の債券

非上場外国債券

(2)その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く）

（注） １．

⑥デリバティブ取引

(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日）

前連結会計年度 （ 平成17年3月31日 ）

 （単位：百万円、百万円未満切捨て）

 （単位：百万円、百万円未満切捨て）

 （単位：百万円、百万円未満切捨て）

― 

― ― ― 

― ― 

965 1,655 

― 

種 類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

965 1,655 690 

― ― 

― ― ― 

690 小 計

― ― ― 

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

90 78 △ 11 

― ― 

― ― ― 

― 

― ― ― 

小 計 90 78 △ 11 

合 計 1,055 1,734 678 

売 却 額 売 却 益 の 合 計 売 却 損 の 合 計

17 6 ―

連結貸借対照表計上額 摘 要

― 

423 

当連結会計年度（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）及び前連結会計年度（自平成16年4
月1日　至平成17年3月31日）
当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について6百万円減損
処理を行っております。これは、当該株式の時価が取得原価に比べ50%以上下落
し、かつ、時価の回復の可能性がないため行ったものであります。
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⑦退職給付

１.採用している退職給付制度の概要

２．退職給付債務に関する事項
当連結会計年度 前連結会計年度

（平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）

（１） 退職給付債務

（２） 年金資産 （注）1

（３） 未積立退職給付債務(1)＋(2)

（４） 未認識数理計算上の差異

（５） 未認識過去勤務債務（債務の減額）

（６） 連結貸借対照表計上額純額(3)+(4)+(5)

（７） 前払年金費用

（８） 退職給付引当金（6）－(7）
(注) 1.

2.連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項
当連結会計年度 前連結会計年度

 平成１７年４月 １ 日  平成１６年４月 １ 日

 平成１８年３月３１日  平成１７年３月３１日

（１） 勤務費用 (注)1

（２） 利息費用

（３） 期待運用収益

（４） 数理計算上の差異の費用処理額

（５） 退職給付費用(1)+(2)+(3)+(4)
(注) 1.

2.

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

（１） 退職給付見込額の期間配分方法

（２） 割引率

（３） 期待運用収益率

（４） 過去勤務債務の額の処理年数
（５） 数理計算上の差異の処理年数 10年 10年

△ 4,022

3,855

△ 167

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び厚生年金基金制度を、連結子会社
は退職一時金制度及び厚生年金基金制度を設けております。また、従業員の退職等に際し
て、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支
払う場合があります。
なお､当社は、適格退職年金制度に係る退職給付信託を設定しております。

（注）厚生年金基金制度は総合設立型基金に加入しております。

△ 3,732

2,741

△ 990

（単位：百万円、百万円未満切捨て）

△ 55

―

△ 222

△ 60

327

―

△ 326
上記には総合設立型厚生年金基金に係る給与総額割合により計算した年金資産額（当連結
会計年度3,303百万円、前連結会計年度3,233百万円）が含まれておりません。

314

（単位：百万円、百万円未満切捨て）

△ 222

2.5%

455

89

△ 73

103

447

87

664

―

△ 326

―

厚生年金基金に対する事業主負担分拠出額（当連結会計年度165百万円、前連結会計年度
156百万円）を含んでおります。

2.5%

3.0%

勤務期間を基準とする方
法

114

―

同左

簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1)勤務費用」に計上しておりま
す。

当連結会計年度
（平成18年3月31日現在）

前連結会計年度
（平成17年3月31日現在）

3.0%

―
発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内
の一定の年数による
定額法により、翌連
結会計年度から費用
処理することとして
おります。

勤務期間を基準とする方
法
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５.仕入及び販売の状況

（１）仕入実績

 　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、百万円未満切捨て）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

事業の種類別セグメントの名称 自 平成17年４月１日 自 平成16年４月１日

至 平成18年３月31日 至 平成17年３月31日

情報・印刷・産業システム機材 22,130 22,413

金 融 汎 用 ・ 選 挙 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 機 材 3,091 3,567

紙 ・ 紙 加 工 品 6,400 7,210

そ の 他 0 0

合 計 31,623 33,192

　　（注）１．金額は仕入金額によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　　　２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

（２）販売実績

 　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、百万円未満切捨て）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

事業の種類別セグメントの名称 自 平成17年４月１日 自 平成16年４月１日

至 平成18年３月31日 至 平成17年３月31日

情報・印刷・産業システム機材 29,761 28,184

金 融 汎 用 ・ 選 挙 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 機 材 5,918 7,660

紙 ・ 紙 加 工 品 6,852 7,672

そ の 他 239 235

合 計 42,772 43,753

　　　（注）１．金額は販売金額によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　　　　２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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平成 １８年３月期 個別財務諸表の概要

上場取引所 ＪＡＳＤＡＱ
本社所在都道府県 東京都

ＴＥＬ(03）3546－7710
中間配当制度の有無 有
定時株主総会開催日

単元株制度採用の有無 有(1単元500株）

１．１８年３月期の業績（平成 １７年４月１日～平成 １８年３月３１日）
（１） 経営成績 (注)記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
( ）
( ）

（注） ①期中平均株式数 １８年３月期 １７年３月期
②会計処理の方法の変更 無
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２） 配当状況

（ ）

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

（注） ①１８年３月期期末配当金の内訳 普通配当８円 、 特別配当２円
②１８年３月期中間配当金の内訳 普通配当８円 、 特別配当２円
③１７年３月期期末配当金の内訳 普通配当８円 、 特別配当２円
④１７年３月期中間配当金の内訳 普通配当８円 、 特別配当２円

（３）財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

（注） ①期末発行済株式数 １８年３月期 １７年３月期
②期末自己株式数 １８年３月期 １７年３月期

２．１９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づく予想であり、将来の業績に影響を与え
る不確実な要因が含まれております。従いまして、実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる可能性
があることをご承知おきください。なお、業績予想につきましては添付資料の８ページをご参照ください。

１ ８ 年 ３ 月 期 32,266

１ ８ 年 ３ 月 期

58.8

1 株 当 た り
株 主 資 本

2,384 9

5.1

平成18年6月30日 平成18年6月29日

82

15.6

売 上 高

1.2

14.1
1,631

経 常 利 益

861 18.0
681

104

総 資 産 株 主 資 本

4.0

0.9

5.1

7,948,133株

期 末 配 当 率

0.8

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金

１ ８ 年 ３ 月 期

１ ７ 年 ３ 月 期 20

潜 在 株 式 調 整 後

1株当たり当期純利益

1000 10

7,947,267株

中 間

10

１ ７ 年 ３ 月 期
0.9△ 2.2

1.4
1,455

当 期 純 利 益

年 間

1,612

経常利 益率

総 資 本

経常利 益率

１ ７ 年 ３ 月 期 3.94.9
3.7

株 主 資 本

当期純利益率

△ 20.9 66

1 株 当 た り

00

配当性向

24.2
19.1

158
158

株主資本

通 期

１ ７ 年 ３ 月 期

期 末

1 株 当 た り 年 間 配 当 金

8 00 16 00

31,884

00191 8中 間 期

中 間
当 期 純 利 益

383

売 上 高

19,501
40,018 741

2,258

7,946,900株 7,947,500株

45円 5銭

56.4 56

経常利益

17,978

358

１ ８ 年 ３ 月 期 40,411

00

2,500株

配当金総額

20 0010 0000

氏 名 小 林 厚 一

3,100株

売 上 高 営 業 利 益

41,306 1,442

株 主 資 本 比 率

18,971

75

当 期 純 利 益

平成18年5月23日

会 社 名 株 式 会 社 ム サ シ
7521コ ー ド 番 号

（ＵＲＬ　http://www.musashinet.co.jp）
代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長

決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成18年5月23日
配 当 支 払 開 始 予 定 日

問い合わせ先 責任者役職名 代 表 取 締 役 専 務 取 締 役
氏 名 羽 鳥 雅 孝
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財務諸表等
(1)貸借対照表

               期    別

  科    目 構成比 構成比

（ 資  産  の  部 ） % %
Ⅰ．流  動  資  産

 1. 現 金 及 び 預 金 9,863 8,902 960
 2. 受 取 手 形 *1 2,872 2,815 57
 3. 売 掛 金 *1 5,846 6,225 △ 378
 4. 商 品 1,692 2,241 △ 548
 5. 前 渡 金 7 8 △ 0
 6. 前 払 費 用 19 25 △ 6
 7. 繰 延 税 金 資 産 170 226 △ 56
 8. 短 期 貸 付 金 *1 400 500 △ 100
 9. そ の 他 233 155 77

貸 倒 引 当 金 △ 27 △ 28 1
  流  動  資  産  合  計 21,077 65.3 21,073 66.1 4

Ⅱ．固  定  資  産
 1. 有 形 固 定 資 産
(1) 建 物 1,998 2,439

減 価 償 却 累 計 額 1,432 566 1,654 784 △ 218
(2) 構 築 物 6 11

減 価 償 却 累 計 額 6 0 9 1 △ 0
(3) 器 具 備 品 895 1,165

減 価 償 却 累 計 額 764 131 931 233 △ 102
(4) 土 地 1,388 1,616 △ 227

有 形 固 定 資 産 合 計 2,087 6.5 2,636 8.3 △ 549
 2. 無 形 固 定 資 産
(1) 借 地 権 18 19 △ 1
(2) 電 話 加 入 権 16 16 ―
(3) ソ フ ト ウ ェ ア 188 308 △ 119

無 形 固 定 資 産 合 計 223 0.7 344 1.0 △ 121
 3. 投資その他の資産
(1) 投 資 有 価 証 券 2,982 2,135 846
(2) 関 係 会 社 株 式 1,222 1,050 171
(3) 出 資 金 7 7 ―
(4) 従 業 員 長 期 貸 付 金 0 1 △ 0
(5) 更 生 債 権 等 5 4 0
(6) 繰 延 税 金 資 産 ― 102 △ 102
(7) 差 入 保 証 金 4,024 3,841 182
(8) 敷 金 *1 556 594 △ 37
(9) 会 員 権 115 130 △ 15
(10) そ の 他 10 10 △ 0

貸 倒 引 当 金 △ 46 △ 50 3
投資その他の資産合計 8,877 27.5 7,829 24.6 1,047

  固  定  資  産  合  計 11,188 34.7 10,810 33.9 377
  資    産      合    計 32,266 100.0 31,884 100.0 381

（平成17年3月31日現在） （△印減）

（単位：百万円、百万円未満切捨て）

金        額

当          期 前          期

金        額

増減

（平成18年3月31日現在）
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               期    別

  科    目 構成比 構成比

（ 負  債  の  部 ） % %
Ⅰ．流  動  負  債

 1. 支 払 手 形 *1 4,919 5,504 △ 585
 2. 買 掛 金 *1 4,934 4,851 83
 3. 短 期 借 入 金 1,658 1,508 150
 4. 未 払 金 195 382 △ 186
 5. 未 払 法 人 税 等 154 375 △ 220
 6. 未 払 消 費 税 等 67 9 57
 7. 前 受 金 184 196 △ 12
 8. 預 り 金 17 14 3
 9. 賞 与 引 当 金 262 356 △ 93
 10.そ の 他 28 21 7
  流  動  負  債  合  計 12,422 38.5 13,219 41.4 △ 796

Ⅱ．固  定  負  債
 1. 繰 延 税 金 負 債 297 ― 297
 2. 退 職 給 付 引 当 金 35 175 △ 139
 3. 役員退職慰労引当金 476 474 1
 4. そ の 他 62 36 26
  固  定  負  債  合  計 872 2.7 685 2.2 186
  負    債      合    計 13,294 41.2 13,905 43.6 △ 610

（ 資  本  の  部 ）
Ⅰ． 資 本 金 *2 1,208 3.7 1,208 3.8 ―
Ⅱ． 資 本 剰 余 金

 1. 資 本 準 備 金 2,005 2,005
資 本 剰 余 金 合 計 2,005 6.2 2,005 6.3 ―

Ⅲ． 利 益 剰 余 金
 1. 利 益 準 備 金 197 197 ―
 2. 任 意 積 立 金

  別  途  積  立  金 13,000 12,000 1,000
 3. 当 期 未 処 分 利 益 1,666 2,172 △ 506

利 益 剰 余 金 合 計 14,864 46.1 14,370 45.1 493
Ⅳ. その他有価証券評価差額金 897 2.8 397 1.2 499
Ⅴ． 自 己 株 式 *3 △ 3 △0.0 △ 2 △0.0 △ 1

資 本 合 計 18,971 58.8 17,978 56.4 992
 負   債・資  本  合  計 32,266 100.0 31,884 100.0 381

（△印減）（平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）
当          期 増減前          期

金        額

（単位：百万円、百万円未満切捨て）

金        額
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(2)損益計算書

  科    目 百分比 百分比

% %

Ⅰ．売      上      高 40,411 100.0 41,306 100.0 △ 895

Ⅱ．売   上    原   価 33,762 83.5 33,800 81.8 △ 38

Ⅲ．販売費及び一般管理費 *5 5,194 12.9 6,063 14.7 △ 869

営 業 利 益 1,455 3.6 1,442 3.5 12

Ⅳ．営  業  外  収  益

 1. 受 取 利 息 67 72 △ 5

 2. 受 取 配 当 金 28 30 △ 2

 3. 受 取 家 賃 *1 99 92 6

 4. 雑 収 入 33 23 10

228 0.6 219 0.5 9

Ⅴ．営  業  外  費  用

 1. 支 払 利 息 19 19 0

 2. 手 形 売 却 損 27 29 △ 2

 3. 雑 損 失 5 0 5

52 0.1 48 0.1 3

経 常 利 益 1,631 4.0 1,612 3.9 18

Ⅵ．特   別    利   益

 1. 償 却 債 権 取 立 益 0 ― 0

 2. 固 定 資 産 売 却 益 *2 5 ― 5

 3. 投資有価証券売却益 3 6 △ 3

 4. 貸 倒 引 当 金戻 入額 ― 5 △ 5

8 0.0 11 0.0 △ 2

Ⅶ．特   別    損   失

 1. 商 品 処 分 損 ― 17 △ 17

 2. 固 定 資 産 除 却 損 *3 33 21 12

 3. 固 定 資 産 売 却 損 *4 6 ― 6

 4. 投資有価証券評価損 ― 6 △ 6

 5. 会 員 権 売 却 損 ― 6 △ 6

 6. 減 損 損 失 *6 275 ― 275

 7. 損 害 補 償 損 失 41 ― 41

356 0.9 51 0.1 304

税 引 前 当 期純 利益 1,283 3.2 1,572 3.8 △ 288
法人税、住民税及び事業

税
487 668 △ 180

法 人 税 等 調 整 額 114 42 71

602 1.5 710 1.7 △ 108

当 期 純 利 益 681 1.7 861 2.1 △ 179

前 期 繰 越 利 益 1,064 1,390 △ 326

中 間 配 当 額 79 79 △ 0

当 期 未 処 分 利 益 1,666 2,172 △ 506

金        額 金        額

（△印減）自 平成17年４月１日 自 平成16年４月１日

至 平成18年３月31日 至 平成17年３月31日

              期    別 当          期 増減

（単位：百万円、百万円未満切捨て）

前          期
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（３）利益処分案

 期　　別

  科    目

Ⅰ． 1,666 2,172 △ 506

Ⅱ．

 1.配 当 金 79 79 △ 0

 2.役 員 賞 与 25 29 △ 4

 3.別 途 積 立 金 400 504 1,000 1,108 △ 600 △ 604

Ⅲ． 1,162 1,064 97

１株当たり配当金の内訳

普通株式

（内訳）

普通配当

特別配当

（単位：百万円、百万円未満切捨て）

金 額 金 額 金 額

当 期 前 期

自 平成17年４月１日 自 平成16年４月１日
増 減

(△ 印 減 ）
至 平成18年３月31日

次 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

利 益 処 分 額

8　00　16　00　 8　00　 8　00　

至 平成17年３月31日

16　00　 8　00　

期末年間

円  銭 円  銭 円  銭円  銭

中間 期末

円  銭

4　00　 2　00　

円  銭

中間

平成１７年３月期平成１８年３月期

年間

2　00　4　00　 2　00　 2　00　
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＜重要な会計方針＞

  1.有価証券の評価基準及び評価方法

    (1)子会社株式及び関連会社株式･……移動平均法による原価法によっております。

    (2)その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　

　　　　時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

  2.たな卸資産の評価基準及び評価方法…先入先出法による原価法によっております。

  3.固定資産の減価償却の方法

　　　(1)有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15年～50年

構築物 7年～30年

器具備品 2年～15年

　　　 (2)無形固定資産

　4.外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

  5.引当金の計上基準

　　　(1)貸倒引当金

　　　(2)賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

　　　(3)退職給付引当金

　　　(4)役員退職慰労引当金

         役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

  6.リース取引の処理方法

  7.その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　　(1)消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理する
こととしております。

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。

決算日の市場価格等に基づく時価法によっております（評価差額は全部資本直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定）

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。
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＜重要な会計方針の変更＞

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関
する意見書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適
用指針」（企業会計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。これにより税
引前当期純利益は275百万円減少しております。
　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除
しております。
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＜表示方法の変更＞

自 自

至 至

（貸借対照表関係）

＜注記事項＞

* 1. * 1.

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円

百万円

* 2. 普通株式 * 2. 普通株式

普通株式 普通株式

* 3. 自己株式 * 3. 自己株式

当社が所有する自己株式の数は、普通株式 当社が所有する自己株式の数は、普通株式

3,100株であります。 2,500株であります。

4. 4.

百万円 百万円

5. 百万円 5. 百万円

(うち関係会社受取手形割引高 百万円 ) (うち関係会社受取手形割引高 百万円 )

授 権 株 式 数

買 掛 金

発行済株式総数

505

支 払 手 形 268

敷 金

買 掛 金 320

7,950,000

被 保 証 先 保証金額 備    考

発行済株式総数 7,950,000 株

株

偶 発 債 務

株式会社国際ﾏｲｸﾛﾌﾄ研究所 130 〃

100

授 権 株 式 数 28,920,000

銀 行 借 入

81

おります。

武蔵ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社

武 蔵 興 産 株 式 会 社

〃

株式会社 ﾑ ｻ ｼ ･ ﾕ ﾆ ｼ ｽ ﾃ ﾑ

株式会社武蔵ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ

〃

397 〃

250

関係会社の下記の債務に対し、保証を行って

いる関係会社に対する債権債務は次のとおり

であります。

668

支 払 手 形

敷 金

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれて

いる関係会社に対する債権債務は次のとおり

であります。

104

400 受 取 手 形 173

500

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれて

480

（貸借対照表関係）

前　　　　期

（平成１７年３月３１日現在）

当　　　期

（平成１８年３月３１日現在）

短 期 貸 付 金

関係会社の下記の債務に対し、保証を行って

おります。

被 保 証 先

売 掛 金

短 期 貸 付 金

151

株

株

28,920,000

武蔵ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社 250 銀 行 借 入

株式会社武蔵ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ 101

保証金額 備    考

偶 発 債 務

〃

2,135受 取 手 形 割 引 高

─ 

　前期まで流動資産の「その他」に含めて表
示しておりました「短期貸付金」は、当期に
おいて、資産の総額の100分の１を超えたため
区分掲記いたしました。
　なお、前期末の「短期貸付金」は270百万円
であります。

─ 

受取手形割引高 2,455

株式会社ﾑ ｻ ｼ ･ ﾕ ﾆ ｼ ｽ ﾃ ﾑ 100

株式会社国際ﾏｲｸﾛﾌﾄ研究所 150

 平成１８年３月３１日  平成１７年３月３１日

当　　　期 前　　　期

 平成１７年４月 １ 日  平成１６年４月 １ 日

　前期まで区分掲記しておりました「未収入
金」（当期末残高151百万円）は、資産の総額
の100分の１以下となったため、流動資産の
「その他」に含めて表示することといたしま
した。

株式会社ジェイ・アイ・エム 60 〃

〃

〃

453 〃武 蔵 興 産 株 式 会 社
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自 自

至 至

* 1. 受取家賃は主として関係会社からのものであ * 1. 受取家賃は主として関係会社からのものであ

ります。 ります。

* 2. 固定資産売却益の内訳は次のとおりでありま * 2.

す。

百万円

百万円

* 3. 固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま * 3. 固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま

す。 す。

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

* 4. 固定資産売却損の内訳は次のとおりでありま * 4.

す。

百万円

百万円

* 5. 一般管理費に含まれる研究開発費 * 5. 一般管理費に含まれる研究開発費

百万円 百万円

*6. *6.

95

前　　　期

 平成１６年４月 １ 日

 平成１７年３月３１日

器 具 備 品 20

25

0建 物

器 具 備 品 5

建 物 4

土 地 2

建 物

当　　　期

0

 平成１７年４月 １ 日

 平成１８年３月３１日

27

構 築 物

（損益計算書関係）

ソ フ ト ウ ェ ア 0

借 地 権 3

建 物 1

減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産について減
損損失を計上しました。

場 所 用 途 種 類 金 額

群馬県
高崎市

遊休地 土地 85百万円

埼玉県
桶川市

厚生施設 土地及び建物 190百万円

当社は、主に管理会計上の区分をグルーピングの最
小単位としております。但し、遊休資産に関しては
物件を最小の単位としてグルーピングしておりま
す。

遊休地及び稼働率の低い厚生施設につきましては、
継続的な地価等の下落により各資産の帳簿価額を回
収可能額まで減額し、減損損失として特別損失に計
上しております。
減損損失の内訳は、建物91百万円、土地184百万円
であります。

なお、資産グループの回収可能額は正味売却価額に
よって測定しており、時価は不動産鑑定評価に基づ
く鑑定評価額を使用しております。
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①リース取引

自 自

至 至

1. 1.

(1) (1)

(2)未経過リース料期末残高相当額等 (2)未経過リース料期末残高相当額

未経過リース料期末残高相当額

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

(3) (3)

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

(4) (4)

(5) (5)

2. 2.

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

（減損損失について）

②有価証券

当額

損失

リース資産に配分された減損損失はありません。

前事業年度（自平成16年4月1日　至平成17年3月31日）及び当事業年度（自平成17年4月1日　至
平成18年3月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

同左

減価償却費相当額の算定方法

同左

する定額法によっております。

利息相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

リース料総額とリース物件の取得価額相当額

未経過リース料

１ 年 内

との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。

利息相当額の算定方法

― ―

  オペレーティング・リース取引

支払利息相当額

92

2

支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、

減価償却費相当額及び支払利息相当額及び減損 相当額

支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

減価償却費相当額

支払リース料 95

2

76

126 合 計

50

161

65

96

合   計 348 201

１ 年 内

１ 年 超

146

器 具 備 品 30 27 3

百万円 百万円 百万円

車両運 搬具 317 173 143

累 計 額
相 当 額 相 当 額

相 当 額

合   計 219 93

減 価
取 得

器 具 備 品 0

百万円

相 当 額

0

前　　　　　期

 平成１６年４月 １ 日

 平成１７年３月３１日

  リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

減 価
取 得 期 末

償 却
価 額 残 高

125

百万円

期 末

支払リース料

減価償却費相当額

支払利息相当額

70

70

―

―

１ 年 超

合 計

―

―

当　　　　　期

 平成１７年４月 １ 日

 平成１８年３月３１日

  リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

125

１ 年 内

１ 年 超

価 額
償 却

残 高
累 計 額

百万円

―

車両運 搬具 219 93

合 計

相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相

合 計

未経過リース料

１ 年 内

相 当 額
相 当 額

１ 年 超

  オペレーティング・リース取引

減価償却費相当額の算定方法

－38 －



③税効果会計
1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：百万円、百万円未満切捨て）

（平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）

繰延税金資産（流動）
賞与引当金損金算入額
試験研究費否認
未払事業税否認
未払社会保険料
その他

繰延税金負債（流動）との相殺額
繰延税金資産（流動）の純額

繰延税金資産（固定）
貸倒引当金損金算入限度超過額
役員退職慰労引当金積立額
退職給付引当金損金算入限度超過額
退職給付信託
会員権評価損
その他

繰延税金負債（固定）との相殺額
繰延税金資産（固定）の純額

繰延税金負債（固定）
その他有価証券評価差額金

繰延税金資産（固定）との相殺額
繰延税金負債（固定）の純額

（単位：％）

（平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）

法定実効税率
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目
受取配当金等永久に益金に算入されない項目
住民税均等割
同族会社に対する留保金課税
特別減税に係る税額控除
減損損失
その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

△ 273

5

615
615

318
5

△ 318

273

―

71
55
30

375
△ 273

273

102

―
226

20
193

1.6
1.9

0.5
45.2

△ 0.4
―

40.7

1.4
△ 0.5

9
226

144
28
26
17

106

12
10

0.9

―

1.9

1.6

40.7

170

170

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異が
あるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

△ 0.5

15

―

297
△ 318

0.1
46.9

△ 0.9
3.1

当 期 前 期

当 期 前 期

25

14
56
29

193
18
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役　員　の　異　動

1. 代表者の異動

2. 取締役の異動

3. 監査役の異動

該 当 事 項 な し

該 当 事 項 な し

該 当 事 項 な し

－40－


